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 新型コロナウイルス感染拡大も受け、経済のデジタル化はより一層進展。人々が多様なデジタルサービスにアクセスする際、主要な接点／入口となるのがスマートフォン。
・消費者にとってスマートフォンは生活必需品となっており、スマートフォン利用率（全年代）は95.3％（2021年)
・スマートフォン等のモバイル機器の利用時間（全年代、平日）も、37.6分（2012年）から110.0分（2021年）に増加

 スマートフォン上のアプリやスマートフォンと連携して用いられる商品を通じてサービスを提供するためには、モバイルOS及びアプリストアといったアプリ流通ルートへのアクセスが必須。

 モバイルOSやアプリ流通ルートの競争の実態を把握することは、これらの市場（モバイルOS市場、アプリ流通サービス市場）に加えて、スマートフォン上で提供されるアプリや、ス
マートフォンと連携して用いられる商品の市場（アプリ市場その他周辺市場（※））も含め、競争環境を整備する観点からも非常に重要。

調査の趣旨・意義

【調査（競争環境の評価）対象市場】
モバイルOS市場

・ これらの市場において有効な競争が働いているかどうかや、モバイルOS市場とアプリ流通
サービス市場の競争状況がアプリ市場その他周辺市場の競争に与える影響等について調査。

アプリ流通サービス市場

（※）スマートフォンと連携して用いられる商品（スマートウォッチ、スマートス
ピーカー等）の市場については周辺市場とし、アプリ市場と併せて「アプリ市場
その他周辺市場」として捉える。

市場の状況

○モバイルOSのシェア（端末ベース）
Android︓53.4％ iOS︓46.6％

＜iOSエコシステム＞ ＜Androidエコシステム＞

モバイルOSを中心としたエコシステム（モバイル・エコシステム）
•スマートフォンユーザーと多くの商品・サービス提供事業者とをつなぐため形成されたレイヤー構造
•多面市場であり、モバイル・エコシステム全体として収益を生み出すようなビジネスモデル

○アプリストアのシェア等
・Google Play︓約1兆400億円、App Store︓約1兆5900億円（売上高）
・iOSにおけるApp Storeのシェアは100％
・AndroidにおけるGoogle Playのシェアは90％台後半と推定

 モバイルOS市場・アプリ流通サービス市場において
は、Google・Appleが提供するモバイルOS・アプ
リストアに対し、十分な競争圧力が働いていない

Google・Appleは、モバイルOS提供・アプリスト
ア運営を行いながら、アプリ市場その他周辺市
場において他の事業者と競合（二重の立場）

競争環境の評価

 アプリ市場その他周辺市場においては、新しいアプ
リや商品が誕生しており、競争が一定程度行われ
ている状況
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独禁法上の考え方

競争上の懸念

優越的地位の濫用
︓モバイルOSの仕様変更による多大なコスト発生等

競争政策上の考え方
課題認識 競争政策上の観点からの対応

・モバイルOS市場及びアプリ流通サービス市場においては、そもそも競争が十分に行われてい
ない状態

・他方で、一般に、ある市場において、独占又は寡占の状態であっても、参入圧力が十分に存
在していたり、既存の寡占事業者間での競争が活発に行われていたりするのであれば、市場
機能による競争上の懸念の改善が期待される

⇒潜在的な競合事業者による当該市場への参入の余地を拡大するなどの競争政策上の対
応により、当該両市場における健全な競争環境の整備を図ることが有効

・市場画定や競争上の
弊害の立証に時間を要
するほか、セキュリティ等
の論点に係る検証に高
度な専門的知見や多
大な検証作業を要する
場合がある

⇒独禁法違反行為を未
然に防止し、問題とな
り得る行為の改善を促
すような競争政策上の
対応により、同法の執
行による対応を補完す
ることが有効

＜① 自社優遇行為の防止＞

○ モバイルOSの機能・アップデート情報へのアクセス
• 自社と同様の機能・アップデート情報へのアクセス許可 等

○ アプリストア運営
• 自社以外のアプリ内課金システムの利用許可
• アプリストア運営の費用と収入の明確化、手数料率に関し積極的に個別交渉に応じる 等

○ 他社アプリ等から収集したデータの利用
• 他社アプリ等から生成される非公開データを競合アプリ等の開発目的で利用しない 等

○ 消費者のアプリ等の選択
• 選択画面の表示など消費者によるアプリ等の合理的な選択を尊重 等

私的独占
抱き合わせ
排他条件付取引
拘束条件付取引
取引妨害 等

独禁法上
問題のおそれ

モバイルOS関係の自社優遇
︓スマートフォンの機能へのアクセス制限
／競合事業者に不利なアップデート

アプリストア運営関係の自社優遇
︓ランキング表示／手数料徴収／アプリ

審査における不利な取扱い

データ利用における自社優遇
︓他社アプリから生成されるデータ・アプリ

審査で収集するデータの利用

消費者の合理的な選択に影響を
与えること等による自社優遇
︓アプリのプリインストール・削除不可仕様、

デフォルト設定
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以下の観点からのイコールフッティング確保

＜③ 両市場における健全な競争環境の確保＞
○ 消費者のスイッチング促進
• データポータビリティを通じた相互運用性向上 等

○ 新たなモバイルOS・アプリストアの参入促進
• 競合モバイルOSの開発を認めない趣旨の契約を結ばない
• アプリストアとそれ以外のアプリを別々にライセンス
• セキュリティ確保やプライバシー保護上問題ない場合には、自社アプリストア経由以外のアプリの

ダウンロードを可能にする 等
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＜② モバイル・エコシステムのルールメイキングに係る公正さの確保＞

 モバイルOS市場及びアプリ流通サービス市場における健全な競争環境の整備を図るとともに、アプリ市
場その他周辺市場における独占禁止法違反行為の未然防止や同法上問題となり得る行為の改善の
促進を図ることで、同法の執行による対応を補完するために、以下の①〜③の３つの対応が考えられる。

 以下の対応については、Google及びAppleにおいて取組が進められることが望ましいが、自主的な取
組のみで実効性が確保されるとは限らないことから、その実効性を確保するため、必要な範囲で法律に
よる制度整備により担保することが有効。

•関係事業者に対して、事前に、モバイルエコシステム内のルール等の変更内容を通知し、当該
変更の内容及び当該変更が必要な根拠を提示した上で、問い合わせ対応を適切に行うなど
して、十分に説明する 等

公正取引委員会の今後の対応
１ モバイルOS提供事業者又はアプリストア運営事業者に関し、独占禁止法上問題となる具体的な案件に接した場合には、引き続き厳正・的確に対処する。
２ モバイル・エコシステムにおける競争環境の整備のための対応に関し、それらの実現に向け、報告書の内容について周知を行うとともに、引き続き、内閣に設置されたデジタル市
場競争本部や関係省庁等との連携・協力に積極的に取り組み、競争環境を整備する。

３ スマートフォン以外の商品・サービスを中心とした新たなエコシステムに関する動向についても注視し、必要に応じて実態調査を行い、消費者利益を勘案しつつ独占禁止法・
競争政策上の問題を明らかにする。

４ 様々なレベルで各国・地域の競争当局等との意見交換を行い、また、ICN（国際競争ネットワーク）、OECD（経済協力開発機構）等の場も活用しながら、海外関係当
局と継続的に連携し、競争環境を整備する。


